





















































































































































XIII.16 持続可能な都市化、気候変動と湿地 ー国連総会決議71/256「New 
Urban Agenda (2016)」の確認
XIII.19 湿地における持続可能な農業 ーVIII.35の再確認
サイドイベント「アジア湿地シンポジウム2017の成果共
有：災害リスク低減のための都市における湿地の機能と
役割」
➢「佐賀ステートメント」重要項目３「生態系を活用し
た防災・減災（Eco-DRR）を実行に移す」に焦点を当
て COP13参加者に向けアジアにおけるEco-DRRを紹介
４．考察
４．条約の「確実」な実施のために考えられること
①調査制度の活用
ラムサール諮問調査団
「ラムサール諮問調査団に関する決議XIII.11」
適切な時期に生態学的特徴の変化に関して, 同制度を積極的に
活用することを奨励
➢専門家による判断と助言
➢新たな国際協力の形として、災害後の迅速かつ具体的／適切な
対応策への期待
➁ガイドラインの活用
採択されたガイドラインを活かす必要性
⇒現場における湿地管理の定期的、継続的な見直し
⇒ガイドラインに沿った湿地管理の確実な実施
Cf.第6条3項：同指針を湿地管理者に十分に伝えられるか
➂環境条約の有機的連携
多国間環境条約の下での複数の義務の実施
横断的な利益・相乗効果
５．おわりに
条約体制の抜本的な組織改編（COP14へ）
湿地の主流化の推進
現在：防災・減災対策としていかに既存の生態系サー
ビスを利用するかに焦点が当てられている
今後：既存の湿地生態系の活用だけでなく，自然災害
によって新たに出現した湿地についても積極的
な保全対策が必要不可欠
